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2011年3月、東日本大震災と福島原発事故が起き、甚大な地震・津波被害をもたらすとともに、大
量の放射性物質が広範囲に飛散した。福島原発事故由来の放射能汚染は、いまや国内「最大の環境問
題」である。事故による避難者数は、ピーク時に16万人を超え、福島県の9つの町村が役場ごと避難
した。住民が戻れず離散していけば、コミュニティが失われ、自治体は存続の危機に直面する。
放射能汚染の影響は、少なくとも数十年というスパンで考える必要がある。私たちはこれから、
長期にわたる廃炉、被害回復そして地域再生のプロセスに向きあわなくてはならない。その際、同
じく環境汚染被害からの原状回復、被害地域の再生に取り組んできた公害問題の経験が役立つので
はないか。
今年（2016年）は水俣病の公式確認60年という節目にあたる。しかし、いまだに被害の全容が
明らかではなく、裁判も継続している。今年の3月11日で震災発生から5年が過ぎ、6年目にはいっ
た。福島の事故でも、被害が収束しないうちに補償が終了されようとしている。公害の教訓が学ば
れていないのではないか。
福島原発事故を経験した私たちは、戦後日本の公害問題から何を学ぶべきか。ここでは、次の3
つの視点を挙げておきたい。
第1は、深刻な人身被害を避けられなかった公害への反省にたち、被害防止のために最大限の努
力を傾けることだ。手遅れにならないためには、汚染と被害のあいだの因果関係などが必ずしも明
確でない段階から、被害回避のための対策を講じていく必要がある。近年重視されている「予防
（事前警戒）原則」とは、こうした考え方をさす。福島の事故では、除染だけでなく、避難や保養
などを含む放射線防護措置を適切に組みあわせる必要がある。
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第2は、被害の総体的な把握と原状回復の視点である。破壊された健康、暮らし、地域などを全
体として回復することが重要だ。公害患者に対し、病気で働けなくなったことによる減収を補償し
ても、健康が取り戻せるわけではない。被害の補償だけでなく、汚染の削減により被害を緩和し、
良好な環境のもとで療養できるようにする措置も必要になる。
さらに本当の意味での「被害者救済」には、破壊された地域の再生まで展望しなくてはならな
い。原発事故においても、被害者の生活再建などとともに、地域レベルの被害回復を図るべきだ。
これは次の点と密接に関連する。
第3は、地域発展のあり方を問い直すことだ。水俣でも福島でも、経済開発の結果として住民の
福祉が損なわれる事態が生じ、深刻な反省を迫られている。
水俣病を引き起こしたチッソの工場も、福島の原発も、地域外から誘致されたもので、「外来型
開発」という特徴をもつ。戦後、大都市周辺部でコンビナートが次々と建設されたのも、外来型開
発の典型例だ。これにより、四日市をはじめとする大気汚染、水質汚濁などの深刻な公害が生じ
た。開発の結果、おカネで測られる所得は増えたかもしれないが、その一方で、地域の環境や人び
との「生活の質」が損なわれたのである。
この反省から生まれてきたのが「内発的発展」という理念だ。これは地域の住民や団体、企業が
主体となって計画をたて、地域の文化にねざし環境保全を図りつつ、住民の福祉を向上させていこ
うとする考え方、取り組みである。
東日本大震災の前から、福島県で内発的発展をめざしてきた地域として、飯舘村がよく知られて
いる。しかし原発事故を受けて、全村に避難指示が出された。
飯館村では、住民が連帯し知恵を出しあって、自然に根ざした暮らしを継承するとともに、時代
にあわせて工夫や試行錯誤を重ね、地域発展を模索してきた。若い世代はそのなかで役割を発揮
し、地域づくりの担い手として成長していった。こうした営みを断たれた住民の喪失感は、半生を
奪われたにも等しかろう。
2011年8月、飯舘村で生まれ育った高齢の男性から話を聞いた。彼は長年かけて農地を開拓し、
地域づくりにも取り組んできた。ところが事故によって、農業を続けるのが難しくなり、地域づく
りの成果も失われつつある。男性は厳しい現実に直面し「あきらめきれない」「くやしい」と肩を
落としていた。
福島では除染やハード面の復旧事業が進んでいる。だが大切なのは、飯舘村のような震災前からの
住民主体の取り組みを再開し、将来へつないでいくことだ。また、他の災害での復興基金の柔軟な活
用事例などにも学びながら、地域再生の取り組みを支える制度もつくっていかなくてはならない。
政府は、事故被害の賠償や被災者への支援策を収束させる方向で動いている。しかし事故被害は
回復したわけではなく、避難を継続せざるをえない事情を抱えた人も少なくない。被災地の復興を
進めながらも、適切な賠償や支援策を継続すべきである。
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